
このディスクロージャー誌は、信用金庫法第89条で準用する銀行法第21条に基づいて作成していますが、 

その基準における各項目は以下のページに掲載しています。 

I N D E X

開示基準項目 
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　　●預金金額段階別状況と構成比・・・・・・・・・・・・・P２８ 

 

　［貸出金等に関する指標］ 

２６．手形貸付、証書貸付、当座貸越及び 

　　　割引手形の平均残高・・・・・・・・・・・・・・・・・P２９ 

２７．固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高・・・・P２９ 

２８．担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額・・・・・P３０ 

２９．使途別の貸出金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・P２９ 

３０．業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合・・・P２９ 

３１．預貸率の期末値及び期中平均値・・・・・・・・・・・・P２５ 

　　●消費者ローン・住宅ローン残高・・・・・・・・・・・・P３０ 

 

　［有価証券に関する指標］ 

３２．商品有価証券の種類別平均残高・・・・・「該当ございません」 

３３．有価証券の種類別平均残高・・・・・・・・・・・・・・P２６ 

３４．有価証券種類別の残存期間別残高・・・・・・・・・・・P２７ 

３５．預証率の期末値及び期中平均値・・・・・・・・・・・・P２５ 

　　●公共債・投資信託・生保商品窓販実績・・・・・・・・・P２８ 

 

　［事業運営に関する事項］ 

３６．リスク管理の体制・外部監査制度・・・・・・・・P３１・４９ 

３７．法令等遵守の体制・・・・・・・・・・・・・・・P４１～４２ 

　　●稚内信用金庫行動綱領・・・・・・・・・・・・・・・・P４１ 

　　●コンプライアンス・プログラム・・・・・・・・・・・・P４１ 

　　●反社会的勢力に対する基本方針・・・・・・・・・・・・P４２ 

　　●利益相反管理方針の概要・・・・・・・・・・・・・・・P４２ 

　　●個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）・・・・・・P４２  

　　●保険募集指針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４２ 

 

　［財産の状況に関する事項］ 

３８．貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書・・P１８～２２ 

　　　財務諸表の正確性、内部監査の有効性・・・・・・・・・P２２ 

 

　［リスク管理債権の状況］ 

３９．破綻先債権・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P　８ 

４０．延滞債権・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P　８ 

４１．３カ月以上延滞債権・・・・・・・・・・・・・・・・・P　８ 

４２．貸出条件緩和債権・・・・・・・・・・・・・・・・・・P　８ 

　　●金融再生法に基づく開示債権の状況・・・・・・・・・・P　９ 

 

　［自己資本の充実状況（金融庁長官が別に定める事項）］ 

　単体における事業年度の開示事項 

　〈定性的開示事項〉 

４３．自己資本調達手段の概要・・・・・・・・・・・・・・・P３１ 

　［概況・組織］ 

　１．事業の組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４９ 

　２．理事及び監事の氏名及び役職名・・・・・・・・・・・・P４９ 

　３．事務所の名称及び所在地・・・・・・・・・・・・P５０～５１ 

　４．金庫の主要な事業内容・・・・・・・・・・・・・・・・P　４ 

　５．事業概況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P　３ 

　　●経営方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P　３ 

　　●子会社の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P　７ 

　　●会員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４９ 

 

　［経理・経営内容］ 

　　●直近の５事業年度の状況 

　６．経常収益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

　７．経常利益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

　８．当期純利益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

　９．出資総額及び出資総口数・・・・・・・・・・・・・・・P４９ 

１０．純資産額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

１１．総資産額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

１２．預金積金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

１３．貸出金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

１４．有価証券残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

１５．単体自己資本比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・P　７ 

１６．出資に対する配当金・・・・・・・・・・・・・・・・・P４９ 

１７．職員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４９ 

　　●直近の２事業年度の状況 

１８．業務粗利益及び業務粗利益率・・・・・・・・・・・・・P２３ 

１９．資金運用収支・役務取引等収支・その他業務収支　P２３～２４ 

２０．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、 

　　　利息、利回り及び資金利鞘・・・・・・・・・・・P２５～２６ 

２１．受取利息及び支払利息の増減・・・・・・・・・・・・・P２６ 

２２．総資産経常利益率・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２５ 

２３．総資産当期純利益率・・・・・・・・・・・・・・・・・P２５ 

　　●業務純益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

　　●職員１人当り預金残高・貸出金残高・・・・・・・・・・P２３ 

　　●役務取引の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２４ 

　　●その他業務利益の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・P２４ 

　　●経費の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２４ 

 

　［預金に関する指標］ 

２４．流動性預金、定期性預金、譲渡性預金、 

　　　その他預金の平均残高・・・・・・・・・・・・・・・・P２８ 

２５．固定金利定期預金、変動金利定期預金及び 

　　　その他の区分ごとの定期預金の残高・・・・・・・・・・P２８ 

　　●預金者別預金残高と構成比・・・・・・・・・・・・・・P２８ 

索　 引 



●は金融再生法で定められた開示項目となっております。 

●は任意開示項目となっております。 

●は業界申し合わせ事項等の関連項目となっております。 
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７２．自己資本の充実度に関する事項・・・・・・・・・・・・P３８ 

７３．信用リスクに関する事項 

　　（証券化エクスポージャーを除く）・・・・・・・・P３９～４０ 

７４．信用リスク削減手法に関する事項・・・・・・・・・・・P４０

７５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の 

　　　リスクに関する事項・・・・・・・・・・「該当ございません」 

７６．証券化エクスポージャーに関する事項・・「該当ございません」 

７７．出資等エクスポージャーに関する事項・・・・・・・・・P４０ 

７８．金利リスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・・・P４０ 

 

　［有価証券の時価情報］ 

７９．有価証券の時価情報・・・・・・・・・・・・・・・・・P２７ 

８０．金銭の信託の時価情報・・・・・・・・・・・・・・・・P２７ 

８１．規則第１０２条第１項第５号に掲げる取引「該当ございません」 

 

　［貸倒引当金の状況］ 

８２．貸倒引当金の期末残高・期中増減額・・・・・・・・・・P２５ 

 

　［貸出金償却の状況］ 

８３．貸出金償却額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２５ 

８４．会計監査人の監査報告・・・・・・・・・・・・・・・・P２２ 

 

　［その他業務］ 

　　●内国為替取扱高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２８ 

　　●代理貸付残高の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・P３０ 

 

　［その他］ 

　　●お客様アンケート調査・・・・・・・・・・・・・・・・P　５ 

　　●健全経営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１０～１１ 

　　●総代会機能・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１２～１３ 

　　●地域貢献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１４～１５ 

　　●沿革・歩み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１６ 

　　●事業のご案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４３ 

　　●商品サービスのご案内・・・・・・・・・・・・・P４４～４７ 

　　●手数料一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４８ 

４４．自己資本の充実度に関する評価方法の概要・・・・・・・P３２ 

４５．信用リスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・・・P３３     

４６．信用リスク削減手法に関するリスク管理の 

　　　方針及び手続の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・P３５ 

４７．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する 

　　　リスク管理の方針及び手続の概要・・・・「該当ございません」 

４８．証券化エクスポージャーに関する事項・・「該当ございません」 

４９．オペレーショナル・リスクに関する事項・・・・・・・・P３５ 

５０．出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポー 

　　　ジャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要・・・・P３６ 

５１．金利リスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・・・P３７ 

　　●その他のリスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・P３７ 

　〈定量的開示事項〉 

５２．自己資本の構成に関する事項・・・・・・・・・・・・・P３１ 

５３．自己資本の充実度に関する事項・・・・・・・・・・・・P３２ 

５４．信用リスクに関する事項 

　　（証券化エクスポージャーを除く）・・・・・・・・P３３～３４ 

５５．信用リスク削減手法に関する事項・・・・・・・・・・・P３５ 

５６．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の 

　　　リスクに関する事項・・・・・・・・・・「該当ございません」 

５７．証券化エクスポージャーに関する事項・・「該当ございません」 

５８．出資等エクスポージャーに関する事項・・・・・・・・・P３６ 

５９．金利リスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・・・P３７ 

　連結における事業年度の開示事項 

　〈定性的開示事項〉 

６０．連結の範囲に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・P３８ 

６１．自己資本調達手段の概要・・・・・・・・・・・・・・・P３８ 

６２．自己資本の充実度に関する評価方法の概要・・・・・・・P３８ 

６３．信用リスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・・・P３９    

６４．信用リスク削減手法に関するリスク管理の 

　　　方針及び手続の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・P４０ 

６５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する 

　　　リスク管理の方針及び手続の概要・・・・「該当ございません」 

６６．証券化エクスポージャーに関する事項・・「該当ございません」 

６７．オペレーショナル・リスクに関する事項・・・・・・・・P４０ 

６８．出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポー 

　　　ジャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要・・・・P４０

６９．金利リスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・・・P４０ 

　〈定量的開示事項〉 

７０．自己資本比率告示第６条第１項第２号イからハまでに掲げる控除 

　　　項目の対象となる会社（資本控除となる非連結子会社等）のうち、 

　　　規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下 

　　　回った額の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P３８ 

７１．自己資本の構成に関する事項・・・・・・・・・・・・・P３８ 


